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【解題】 
ここに翻訳したのは、教育高等審議会（Haut Conseil de l’Éducation, HCE）の 2011 年総括報告
書「共通基礎の実施」（Mise en oeuvre du socle commun）の全文である。最初に、解題として、フ
ランスにおける同審議会の任務等を紹介し、本報告書の特徴や意義を訳者なりに述べておきたい。 






毎年、共和国大統領に提出すること（第 L.230-3 条）である。 
その委員は、共和国大統領が 3 名を、国民議会（下院）議長、元老院（上院）議長及び経済社会評
議会議長がそれぞれ 2 名を指名することとされる。この計 9 名で審議会は構成され、任期は 6 年であ




Foucher（パリ第 11 大学薬学部教授）、Christian Vulliez （元パリ商工会議所議長）、Christian 
Forestier（国民教育省中央視学官）、Michel Pébereau（仏銀行 BNP パリバ会長）の 9 名である。ま
た、事務局長には、国民教育省中央視学官の Pierre Maurel が当たっている。 
これまでに同審議会による総括報告書としては、「初等学校」（2007 年）2)、「学校の進路指導」（2008
年）、「職業教育」（2009 年）、「コレージュ（中学校）」（2010 年）、「児童生徒の学習成果に関する諸指
標」（2011 年）、「共通基礎の実施」（2011 年）、「報告書 2012」（2012 年）が公表されている 3) 。 
さて、本報告書の対象である「共通基礎」、正確には「知識技能の共通基礎」（le socle commun des 
connaissances et des compétences）4)とは、義務教育段階において児童生徒全員に共通に保障すべき
内容である 5)。フランスにおいて教育内容が法律で規定されるのは 1882年のフェリー法以来であり、
共通基礎が定められたのは学校基本計画法が初めてである。 






























1) 学校基本計画法については、文部科学省『フランスの教育基本法』国立印刷局、2007 年を参照。 















6) Rapport d’information par la commission des affaires culturelles et de l’éducation en conclusion 
des travaux de la mission sur la mise en œuvre du socle commun de connaissances et de 
compétences au collège, Assemblée nationale no 2446, 2010. 
 
 











本審議会が 2010 年の総括において言及する機会があったように、2005 年 4 月 23 日の学校の未来
のための基本計画法以来、1 つの目標がわが国の教育制度に課せられている。すなわち、義務教育終
了時に「知識技能の共通基礎」の習得をすべての生徒に保障することである。国会の調査委員会は、














                                                  

















たとえば、「起業家精神」とは言わずに「自発性」と表現している（技能 7B）。この 2 つの言











                                                  








5 生涯にわたる進路と職業教育に関する 2009 年 11 月 24 日付法律第 2 条、現行の労働法典第 L.6111-2 条は次の
ように定めている。「第 L.6111-1 条第 1 項に定める知識と技能（すなわち、一人ひとりの職業的発展を促進する
知識と技能）は、教育法典第 L.122-1-1 条に定める基礎に基づき、それを発展させ補うものである。」 
6  eduscol.education.fr、「共通基礎と学校教育」のページ。 
7 共通基礎の第 1 期は基礎学習期の最後まで、第 2 期は深化学習期の最後までにそれぞれ対応する。 
70
共通基礎はわが国の教育制度のすべての構成要素に関わるものであり、その実施は複雑で息の長い















新学習指導要領は、初等学校については 2007 年 4 月 12 日の国民教育省官報で、コレージュの理













                                                  
8 新学習指導要領の実施年度については後述の通り。 
9 2010 年 4 月のコレージュにおける共通基礎の実施に関する議会調査委員会。 
10 この他に、eduscol（国民教育省による教職員への情報提供と支援のサイト）は共通基礎を優先していること
を明確に示している。共通基礎はトップページに示されており、そのメニューの主なものの最初におかれている。
「知識技能の共通基礎は 2005 年 4 月 23 日の学校の未来のための基本計画法の主要な規定である。」このように
このサイトでは紹介されている。 
11 フランス語と歴史・地理・公民教育を除く全授業。この 2 教科については新学習指導要領の実施はコレージュ
第 1 学年では 2009 年度から、第 2 学年は 2010 年度からなど分けられた。 




最後に、2005 年 4 月 23 日法の第 32 条14は、共通基礎の習得が前期中等教育修了国家免状（DNB）
により証明されると定めているが15。その試験内容は学習指導要領によるものである。2010 年の試験
まで、求められる能力は、（情報通信技術免状とともに）情報通信に関する日常的な技術と外国語の実










共通基礎に係る 2006 年 7 月 11 日政令は、習得の多様なリズムを考慮するため、小学校及びコレ
ージュが適切な随伴支援（accompagnement）、すなわち、指導付き学習、個別支援、本、文化やイ






remise à niveau）を実施することもできる。2008 年からは、小学生は、授業時間を補う形で、放課
後またはお昼休みに、少人数で、学校の教員の下において、フランス語と算数の学習の困難を克服す
                                                  
13 2010 年の総括「2005 年 4 月 23 日法により、すべてのものに課せられる 1 つの明確な目標が定められた。す
なわち、義務教育の終了時にすべての生徒に『知識・技能の共通基礎』の習得を保障することである。教育高等
審議会は、共通基礎の要求が全教科の学習指導要領において考慮されることを強く勧める。」 
14 教育法典第 L.332-6 条。 
15 ある技能が認証されない場合、教員チームは「技能の個人手帳」にそれにもかかわらず習得された項目を記し
ておかなければならない。1 つあるいは複数の技能が認証されない場合でも、それは生徒が DNB の最終試験を
受けることを妨げるものではない。というのも、評価の資料（継続的なテストの成績、試験の成績、校長の所見
を含む DNB 手帳など）に基づき、DNB を授与するかどうかを決定するのは、最終的には大学区審査会の権限で
あるからである。DNB の授与は、事実上、共通基礎の総体的な習得を認証する。したがって、習得されなかっ
たと判断された項目は「その後の補習の対象となる」。 







るために、週 2 時間の「個別支援」を受けることができる。2010-11 年度で見ると 100 万人以上の小
学生がこの措置を受けている。その数はおよそ 5 人に 1 人の割合であり、重大な学習困難を抱える児
童数に相当する。小学校第 4 及び第 5 学年では、必要のある児童はまた春休みや夏休みに組織される
無償の補習に参加することもできる。そこでは 5、6 人のグループで週 5 日、1 日当たり 3 時間、フ
ランス語と算数を学習する。24 万人以上の児童が昨年この補習に参加し、小学校第 2 学年の児童に向
けた試行も行われた。1 人の児童が複数の支援を受ける場合は、相補性や一貫性を保障するため「教
育成功個別計画」に伝えられる。この計画は、目的、資源、用いる方策を明記した文書の形をとり、
学校と家庭との間の一種の契約である。「移行」措置も、コレージュ第 1 学年を見越して、小学校第 5
学年の終わりから計画することもできる。 
コレージュ第 1 学年では、すべての生徒に対して、「個別の随伴支援」が「個別学習支援」に代わ
る。一人ひとりの必要に応じて、時間割の中に含まれる週 2 時間のこの随伴支援は、第 2 期のフラン
ス語と数学の共通基礎に到達させ、コレージュ第 1 学年の学習を支援し、自律性と学習方法の習得を
促進し、一般教養を強化することをねらいとしている。 
その上、優先地域の公立小学校及びコレージュの児童生徒は、望むならば、週 4 回、1 回 2 時間ほ
ど、放課後に「教育随伴支援」の枠内で宿題への支援を受けることもできる。その他、文化や芸術、
スポーツの諸活動も同様に提供されており18、そうしたすべてが共通基礎の技能の習得と強化に寄与
しなければならない。2009-10 年度では、この措置は児童生徒の 3 分の 1、コレージュの生徒 80 万人















                                                  
18 2009-2010 年度で各活動の割合をみると、宿題への支援が小学校で 61％、コレージュでは 62％、芸術・文化
活動が小学校で 27％、コレージュでは 21％、スポーツが小学校で 12％、コレージュで 10％、コレージュでの
外国語の会話が 7％である。 






















                                                  
20 2007 年 5 月 14 日政令。 
21 第 1 期については、2 つ半の技能についてのみである。 
22 2010 年 6 月 14 日省令第 1 条：「教育法典第 D.311-6 条及び D311-7 条の適用に際して、一人ひとりの児童生
徒のための技能の個別手帳の全国的な見本は本省令の付属文書により定められる」。教育法典第 D.311-6 条及び
D311-7 条：技能の個別手帳は「児童生徒、保護者又は法定代理人、教員が、教育法典の規則の部第 1 巻第 2 編
第 2 章第 1 節の付属文書に定める知識技能の共通基礎の漸進的認証を行うことができるようにする」。同付属文
書は、知識技能の共通基礎に関する 2006 年 7 月 11 日政令第 2006-830 号の付属文書である。2005 年 4 月 23 日








24 公民的知識は、技能の個別手帳では技能 5 の人文的教養に位置づけられている。明らかに「地理・歴史・公民
教育」の学習指導要領によるものである。しかし、その「公民的」という形容詞が示しているように、この要素




25 最新の改訂は 2011 年 1 月である。 
26 とても重要なことは、たとえば「四則演算に関する問題を解く」という項目（技能 3A、第 2 期）では、1 つ
のみの演算を用いなければならない問題（選択は問題文において示すこともできる）にも、問題文には明確には
示されていないが、いくつかの演算を用いなければならない問題にも関わることである。 





学校教育局は 2010 年 5 月に 14 の「指標カード」、「技能の個別手帳―コレージュでの実施のた
めの指標」を作成した。同局はさらに、中央視学局との協働により、2010 年 5 月 4 日に「技能








及び科学技術的教養についてのみ 2009 年から実現している。手引書（2011 年 1 月改訂）、学習場面







                                                                                                                                                            
な測定単位を活用できる」と非常に似ているが、教員に対する必要な説明は準拠枠において与えられている。 
28 コレージュにおける共通基礎の実施に関する議会調査委員会の表現。 
29 Compétence 3 – Aide au suivi de l’acquisition des connaissances et des capacités du socle commun, 
MENDGESCO,novembre 2010―2011 年 4 月公表：資料は「第 3 期の終わりに期待されるものの観点から児童
生徒の行程の道標を示す。 
30 実際、学期が 1 つの期を構成するわけではないので、各期の到達点のみを支えにすることは不十分である。1
年間の教育課程がある教科のように、共通基礎の習得においてその生徒の進度を一貫してかつ調和的に年度ごと
に保障するために技能ごとの参照資料を必要とする。 









・小学校第 5 学年‐コレージュ第 1 学年の水準の練習問題の元の文言は「ローヌ川は大河であり、スイスでは 290
キロ、フランスでは 522 キロにわたって流れている。ローヌ川の全体の長さはどのくらいか。」 

































通科技術科第 1 学年の資料」が 2010 年 7 月に出された。 
34 2006 年以来、小学校の「La main à la pâte」プロジェクト。同プロジェクトは 1996 年に開始され、現在で
は小学生の 30％が参加している。 




36 2010 年度では、21 大学区のコレージュ 50 校以上が申請している（学校における科学及び技術の計画、2011
年 1 月 31 日）。 































                                                                                                                                                            
てくる。 
39 「高い期待、革新、成功のための小学校、コレージュ、リセ」。このプログラムは 2010 年度から実施に移され、
現在、現行の優先教育措置にとって代わりつつある。 
40 フランス語の習得（技能 1）、数学の基礎原理の習得（技能 3A ）、社会的公民的技能（技能 6A 及び 6B）。こ
うした「基礎的なものに」含まれないものは、現代外国語の実用（技能 2）、科学的技術的教養（技能 3B）、情報
通信に関する日常的な技術の習得（技能 4）、人文的教養（技能 5）、自律性及び自発性（技能 7）である。 
41 たとえば、第 1 期、すなわち小学校第 2 学年、8 歳の技能 1 のフランス語の習得における項目「知らない語を
解読しながら、文章を黙読し、要約、再構成、質問への答えのかたちで自分の理解を表現する」。この技能 1 で
は、3 つの領域、すなわち、「言語の学習：語彙」、「言語の学習：文法」、「言語の学習：綴り」は第 3 期には示さ
れておらず、そのことは小学校の終了時までにすべての児童が例えば語彙的綴り字法、文法的綴り字法を習得し
なければならないことを意味している。とりわけ、「間違わずに既習の文法上の同音異義語、たとえば、on / on n’、
d'on / don’t / donc、quel(s) / quelle(s) / qu’elle(s)、sans / s’en を書く」ことが体系的にできることなどは、コレ
ージュでも深められることを確実に必要とする学習である。 
42 この数字は、小学校終了時及びコレージュ終了時の学習指導要領の目標に照らして児童生徒の学習成果を測る
































                                                                                                                                                            
教科や能力が何であれ、0、1、2 のグループは、多かれ少なかれ重大な困難を伴う児童生徒からなる」（教育高等
審議会 2011 年総括報告書）。本審議会は、2007 年総括報告書「初等学校」の時から、小学校第 5 学年の終了時
に、0 及び 1 のグループを構成する児童の学習上の欠落は「コレージュでの実際の学習と資格を与える養成教育
を不可能にする」とともに、2 のグループの児童の学習成果の弱さは、「コレージュでの修学を困難にし、その後
の学習行路の不安定さを余儀なくされる」と強調してきた。6 年間のサイクルで実施されるこうした評価により、
今日、小学校終了時の「フランス語の習得」とコレージュ終了時の「一般的能力」について 2 種類（2003 年と


































                                                  
43 2010 年予算法案に関する上院の文教委員会の名で提出された意見書の報告者は同様に「実用に供しうる共通
基礎の翻訳が期待される」と述べている。 
44 2011 年 9 月。 
45 2010 年 7 月 8 日「技能の個別手帳の実施」 
46 もう 1 つの特別なケースは、2010 年度に新設された「学校再参入機関」（ERS）に通う「学校の秩序をかき乱
し度々退学処分の対象となるような生徒」（2010 年度資料）の場合である。2010 年 6 月 29 日の通達はこの ERS
について「教育計画はコレージュの教育内容の枠内で作成されるが、生徒の状況を考慮して必要な調整を行う」
と定めている。SEGPA と同様に、そのための特別な免状として普通教育証書（CFG）があり、第 2 期の共通基





修学の過程における補習措置について、国民教育省は、第 1 期（小学校第 2 学年終了時）と第 2
期（小学校第 5 学年終了時）の技能で、小学校終了時にその習得が認証されていないものについては、
改めてコレージュにおいて評価されるとしている47。そして、2010 年 5 月の国民教育省学校教育局の
参考資料「技能の個別手帳：コレージュにおけるその実施の指標」では、コレージュの教員は、第 2
期において習得されていない技能を評価し、認証するために、小学校の学習指導要領の準拠枠に基づ





第 3 期については、第 1 期及び第 2 期が一定の学年の終了時に対応しているのと同様に、コレー
ジュ第 4 学年終了時と定められているが、共通基礎は、法律によると、義務教育の終了時に習得され
ると定められている。義務教育の終了時は年齢（16 歳）により定められており、第 4 学年というコレ
ージュの終了時と一致するわけではない。多くの生徒はコレージュ第 4 学年終了時にまだ 16 歳にな
っていない。15 歳以下の割合は、リセ普通科・技術科第 1 学年の生徒の 4 人のうち 3 人、リセ職業
課題 1 学年の 3 人のうち 1 人、CAP 第 1 学年の 6 人のうち 1 人である49。国民教育省が説明している
通り、コレージュ終了時に認証されなかった共通基礎の技能は、義務教育の終了時まで、コレージュ










                                                  
47 eduscol.education.fr, ”Livret personnel de compétences”のページ。 
48 たとえば、ルーアン大学区の「共通基礎の学校」では、目的の 1 つはコレージュ第 2 学年終了時に第 2 期の認
証 100％をめざして、知識技能の共通基礎の獲得を認証することとされている。 
49 15 歳又はそれ未満の生徒は、リセ普通科及び技術科第 1 学年では 76％、職業リセ第 1 学年では 37％、CAP
取得コース第 1 学年では 16％である。 
50 eduscol.education.fr、注 48 と同じページ。 

























                                                                                                                                                            
による教授方法の選択）は青少年の主要な技能の習得において決定的に重要である。」（C. Van Woensel, “Unity 
in diversity : the cross-Europe debates surrounding key skills and competences”, in Beyond Lisbon 2010 : 
Perspectives from Research and Development for Education Policy in Europe (CIDREE Yearbook 2010)）、「い
かなるカリキュラム改革も、評価の仕組みと教員自身の能力を直接の対象としない限り、不完全のままとどまる
ことになろう。」（Draft Background Paper for the Belgian Présidency meeting for Directors-General for school 
education, 8 juillet 2010） 






disent les recherches sur l’《effet enseignant》?, Note d’analyse no232, juillet 2011”）。2006 年 10 月の「教員














高等教育省は 2011 年 5 月 23 日に56、様々な教育職に期待される技能及び知識を考慮した養成基準
を作成する旨を公表した。国民教育省では、「教師教育大学院の全国大綱基準に関する」2006 年 12


















                                                  
56 同日のプレスリリース。 
57 「小学校とコレージュの連続性―共通基礎の学校を目指して」。 
58 2011 年 8 月 27 日通達「共通基礎の修学期間」、「本通達は教育上の連続性に関わるものである…小学校とコレ
ージュの連携」。 
59 F. Reiss、D. Le Mèner、J. Grosperrin、G. Geoffroy、C.Greff の各議員により提出。 
82
